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外国の立法 No.286-1（2021.1） 国立国会図書館 調査及び立法考査局

【アメリカ】第 5次アーミテージ・ナイ報告書の公表 

2020 年 12 月 7 日、戦略国際問題研究所（Center for Strategic and International Studies: CSIS）が、

リチャード・アーミテージ（Richard Armitage）元国務副長官とジョセフ・ナイ（Joseph Nye）

元国防次官補（国際安全保障問題担当）を中心とする研究グループの「2020 年の日米同盟：グ

ローバルな課題に取り組む対等な同盟（The U.S.-Japan Alliance in 2020: An Equal Alliance with a 

Global Agenda）」と題する報告書を公表した。 

両者による日米同盟についての報告書は「アーミテージ・ナイ報告書」という呼称で知られ

ていて、今回は 5 回目の公表となった（2018 年 10 月に公表された第 4 次報告書については、

本誌 278-1 号（2019 年 1 月）pp.32-35 を参照）。 

今回の報告書は、序論と結論を除くと、3 つの部分（提言）から構成されている。第一は「安

全保障同盟を発展させる」、第二は「パートナーシップと連合を拡大する」、第三は「経済・技

術協力を強化する」である。

第一の部分では、北朝鮮問題を念頭に、情報・防衛分野に関する日米韓協力を強化すること

や、既存の「ファイブ・アイズ（Five Eyes）」に日本を加え、「シックス・アイズ（Six Eyes）」

の枠組みを目指すことなどを提言した。

 第二の部分では、利益・価値を共有する国々の協力関係を、日米が中心となって、ネットワ

ーク化された連合に発展させていくことを提言した。また、こうした連合の構築を目指す上で、

最大の障害となっているのが、長引く日韓の緊張関係（continuing tension）であるとも指摘した。

他方、菅政権発足後の日韓関係については、漸進的な進歩（incremental progress）が見られると

指摘した。

第三の部分では、包括的・先進的 TPP 協定（Comprehensive and Progressive Agreement for 

Trans-Pacific Partnership: CPTPP）に米国が加入すること、インド太平洋地域のインフラ・開発

支援に関して日米がリーダーシップを発揮すること、日本が石炭火力への投資を抑制すること

などを提言した。                         海外立法情報課・西住 祐亮

・https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/publication/201204_Armitage_Nye_US_Japan_Alliance_1.pdf 
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【韓国】安倍前首相の退任と菅新首相の就任に対する韓国政府の反応 

2020 年 8 月 28 日、青瓦台（韓国大統領府）の報道官は、安倍晋三前首相の辞任表明につい

て「長い間韓日両国の関係発展のため多くの役割を果たしてきた安倍総理の突然の辞任表明を

残念に思う」とし、「我が政府は、新たに選出される日本の総理及び新内閣とも、韓日間の友好

協力関係を増進するため継続して協力していく」との立場を表明した。 

2020 年 9 月 16 日、青瓦台の報道官は、文在寅（ムン・ジェイン）大統領が菅義偉新首相に

就任を祝賀する書簡を送ったと発表した。同報道官は、文大統領は「基本的価値と戦略的利益

を共有するのみならず、地理的・文化的に最も近い友人である日本政府と、いつでも向き合い

対話し、意思疎通する準備ができており、日本側が積極的に対応することを期待している」と

している。同日、韓国外交部（部は日本の省に相当）は、「菅新首相及び新内閣とも積極的に協

力し、歴史問題を賢明に克服し、経済・文化・人的交流等の諸分野において未来志向的で互恵

的な実質的協力を強化していく」とする報道官論評を発表した。 

2020 年 9 月 21 日、青瓦台の報道官は、前述の書簡に対し、菅新首相から「難しい問題を克

服し、未来志向的な両国関係の構築に期待する」とする返信書簡を同月 16 日に受け取ったと発

表した。 

2020 年 9 月 24 日、文大統領と菅新首相の初の電話会談が開催された。文大統領は「菅新首

相の就任を契機に、強制徴用等の両国間の問題解決のためのコミュニケーションの努力を新た

な気持ちで加速していきたい」とし、特に、いわゆる「徴用工」問題について、「両国間の立場

に差があることは事実だが、両国政府と全ての当事者が受容できる最適な解決策を共に探して

いくことを望む」と述べた。              関西館アジア情報課・廣田 美和 
・https://www1.president.go.kr/articles/9092 
・https://www1.president.go.kr/articles/9167 
・http://www.mofa.go.kr/www/brd/m_4080/view.do?seq=370460 
・https://www1.president.go.kr/articles/9207 
・https://www1.president.go.kr/articles/9228 
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